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保守サービス規約 

 
本規約は、お客様（以下「甲」という）に対し、株式会社マクニカ ネットワークス カンパニー（以下「乙」という）

の提供する Thales社製品の保守サービス[Thales CARE]（以下「保守サービス」という）の内容および条件について定め

たものです。 

 

第１条（目的） 

本規約は、乙が甲または甲の単一顧客（以下「顧客」という）に対し

て提供する Thales 社の[Thales CARE]に準ずる保守サービスプログ

ラムを円滑に行い、且つ年間契約を管理する目的としております。な

お、甲が保守サービスを乙に委託したことにより本規約に同意したも

のとみなします。 

 

第２条（対象物件） 

本規約に基づく保守サービスの対象となる機器は、別途、乙から送付

する保守サービスの明細を記載した［保守の要綱］（以下［保守の要

綱］という）のとおりとします。 

 

第３条（定義） 

本規約にて使用する用語の定義は、次の各号に定めるとおりとします。

①「設置場所」とは、［保守の要綱］で特定される機器の設置場所を

いいます。 

②「機器」とは、設置場所にて甲または顧客が使用する［保守の要綱］

で特定される保守サービスの対象機器をいいます。対象機器に関して

はハードウェアだけでなく Thales 社から随時提供されるソフトウ

ェアを含みます。ここでの「ソフトウェア」とは対象機器上で動作す

るファームウェア及び、対象機器との間で通信を行う端末で動作する

ドライバ、ライブラリを言います。 

③「保守情報」とは、機器のシリアル番号、機器のソフトウェアバー

ジョン、設置場所、連絡先など保守サービスを行う上で必要となる情

報をいいます。 

 

第４条（保守サービスの範囲） 

本規約に基づく保守サービスは次のとおりとし、詳細については、別

途、乙から送付する［保守サービスの範囲］（以下［保守サービスの

範囲］という）のとおりとします。 

【Thales CARE Silver】 

英国/米国センドバック保守サービス 

テクニカルサポートサービス 

最新ソフトウェア提供サービス 

【Thales CARE Platinum、Thales CARE Gold】 

デリバリー保守サービス 

テクニカルサポートサービス 

最新ソフトウェア提供サービス 

 

第５条（有効期間） 

１．本規約の有効期間は［保守の要綱］に定める「保守サービス期間」

のとおりとします。 

２．本規約は前項の期間満了の一箇月前までに甲から乙に対し、書面

による更新の連絡があった場合に限り、更に 1年間更新するものとし、

以後の更新も同様とします。 

３．本規約の有効期間にかかわらず、乙は製造メーカーの都合により

本規約の保守サービスの提供が困難となった場合、甲と本規約の内容

の変更等について協議できるものとします。 

 

第６条（保守サービス対応時間） 

本規約に基づく保守サービスの対応時間は、［保守の要綱］に定める

とおりとします。 

 

第７条（保守サービス料金） 

本規約に基づく保守サービス料金は、乙発行の見積書に定めるとおり

とします。見積書が無い場合は、甲の注文書に定めるとおりとします。 

 

第８条（支払条件） 

１．甲は、本規約に基づく保守サービス料金および消費税額を乙、若

しくは甲の注文先に遅延なく支払うものとします。なお、甲の注文先

から乙への入金があった時点で乙への支払があったものとみなしま

す。なお、甲が途中解約した場合でも、本規約の保守サービス期間分

の保守料金の支払いを免れるものではないものとします。 

２．消費税額は第７条に基づき算定された料金毎に算定されるものと

します。 

３．消費税額は、本規約の締結時に適用されている税率に基づき算定

されたものであり、税率その他の改定やその他の事由により消費税額

の算定方法に変更が生じた場合は、消費税額は変更されるものとしま

す。 

 

第９条（交換後の機器の所有権） 

第４条に基づく保守サービスにより故障した機器と乙が提供した機

器を交換した場合は、原則として交換した時点で故障した機器の所有

権は乙に、乙が提供した機器の所有権は甲に、それぞれ移転するもの

とします。 

 

第１０条（除外事項） 

次の各号に関しては本規約に基づく保守サービスの範囲外とします。

①甲または顧客の機器使用操作上の誤りに起因する障害の修復。 

②甲または顧客の故意、または重大なる過失に起因する障害の修復。

③天災地変、その他甲、顧客、乙のいずれの責にも帰すことのできな

い事由による障害の修復。 

④甲または顧客の改造またはネットワークシステム変更に起因する

障害の修復。 

⑤機器の増設、撤去、解体、移設等の作業。 

⑥機器の仕様変更等にともなう作業。 

⑦機器のソフトウェアの更新作業やインストール作業、デリバリー保

守サービスにおける保守機への設定リストア作業。 

⑧公開済みの技術情報の入手または提供作業。 

⑨消耗部品の交換作業。 

⑩障害の切り分けが完了しない段階での機器と交換機器との予防交

換。 

⑪障害の機器の設置場所での調査、障害切り分け作業 

⑫本規約で明記されていない保守。 

 

第１１条（設定データ等の事前退避） 

甲が乙に対象機器を送付する場合、対象機器に登録されている全設

定・全データは甲の責任において適切な媒体に退避され、消去されて

いるものとします。なお、乙は、対象機器に残っているデータについ

て一切の責任を負わないものとします。 

 

第１２条（保守情報） 

１．甲は、乙に対して保守情報を保守開始日までに提供するものとし、

乙は保守情報に基づいて保守サービスを行うものとします。 

２．保守情報に変更が生じた場合は、変更を行った方が相手方に対し

て速やかに変更後の保守情報を提供するものとします。 
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第１３条（機器の移設） 

１．甲は、機器を移設する場合には、移設日が決まり次第、速やかに

書面により設置場所ならびに変更された保守情報を乙に通知するも

のとします。 

２．甲は機器の移設の通知を怠った場合、乙が本規約に基づく保守サ

ービスを行えない可能性があることを予め承諾するものとします。 

 

第１４条（故障機器の解析） 

甲は、障害の切り分けを行う場合に限り、乙に切り分けの支援のため

機器のログ解析を依頼できるものとします。この場合、乙は甲の依頼

によりログ解析を行ないますが、対応時間は土曜日、日曜日、祝日お

よび乙がホームページに掲載しているサポート休業日を除く９時か

ら１７時までとします。 

 

第１５条（乙の秘密保持） 

１．乙は、甲または顧客から秘密と指定された事項および保守サービ

ス遂行上知り得た甲または顧客の秘密を第三者に漏洩してはならな

いものとします。 

２．乙は、乙の従業員および第１８条に基づく委託先に、前項の義務

を遵守させるための必要な措置を講ずるものとします。 

３．本条の規定は、本規約終了後３年間有効に存続するものとします。 

 

第１６条（甲の秘密保持） 

１．甲は、乙から秘密と指定された事項および保守サービスに関する

ノウハウ、プログラム、その他の乙の秘密を第三者に漏洩してはなら

ないものとします。 

２．顧客に対する保守サービスの場合、甲は顧客に対して前項の義務

を遵守させるための必要な措置を講ずるものとします。 

３．本条の規定は、本規約終了後３年間有効に存続するものとします。 

 

第１７条（事故等の報告） 

乙が保守サービスの遂行に支障を生ずる恐れのある事故の発生を知

ったときは、その事故の帰責の如何に拘らず、乙は直ちにその旨を甲

に報告し、速やかに応急処置を加えた後、遅滞無く書面またはメール

等により詳細な報告を提出するものとします。 

 

第１８条（第三者への委託） 

乙は、保守サービスの全部または一部を第三者に委託することが出来

るものとします。この場合、乙は甲に対し、当該委託先の行為につき

責任を負うものとします。 

 

第１９条（権利義務譲渡の禁止） 

甲および乙は、本規約の締結履行により生じた権利および義務を、相

手方の書面による事前の承諾なくして第三者に譲渡し、または担保の

目的に供してはならないものとします。 

 

第２０条（内容の変更） 

乙は、本規約及び［保守サービスの範囲］の全部または一部を変更す

ることができるものとします。この場合、乙は書面で甲へ通知するも

のとします。 

 

第２１条（責任の制限） 

１．乙は機器が正常な状態に修復するまで保守サービスを行うものと

し、正常な状態に修復できない場合には、本規約に基づき必要な保守

サービスを繰り返し行なうものとします。 

 

２．甲は、以下の事項を了承するものとします。 

①本規約の対象機器に関わる一切の知的財産権について Thales社又

はその使用許諾者に帰属すること。 

②乙は本規約の対象機器について Thales社の製品保証条件及び EULA

等で保証する範囲を超えて甲に保証せずいかなる責任も負わないこ

と。 

 

第２２条（損害賠償） 

保守サービスにより甲に損害が生じ、当該損害の原因が乙の責めに帰

する場合には、甲は乙に対し、その通常かつ直接の損害の賠償を請求

できるものとします。ただし、損害賠償の金額は損害発生の原因とな

った機器の年額の保守サービス料金（保守サービス期間が 1年未満の

場合は保守サービス料金）を上限とします。 

 

第２３条（保守の解除） 

甲および甲の注文先または乙が、次の各号いずれかひとつに該当した

場合、相手方は通知催告その他手続きを要さず、本規約の一部または

全部を解約し、これによって生じた損害の賠償を請求することができ

るものとします。 

①本規約のいずれかの条項に違反し、または本規約に定める債務を履

行せず、相手方が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、なお

違反の是正、または債務の履行をしないとき。 

②支払い不能になったとき、または差押、仮差押、仮処分が実施され

たとき。 

③租税公課を滞納して督促を受けたとき。 

④約束手形、小切手が不渡りとなったとき。 

⑤破産、民事再生、会社更生手続開始の申立てがあったとき、もしく

は清算に入ったとき。 

⑥解散またはその事業の全部もしくは重要な一部を第三者に譲渡す

ることを決定したとき。 

 

第２４条（不可抗力等） 

暴風、豪雨、洪水、高潮、津波、地震、落雷、停電、地滑り、落盤、

火災その他の天災地変、騒乱、戦争、暴動、内乱、宗教、政治、テロ、

疫病、伝染病、感染症、その他の不可抗力、法令の制定・改廃、公権

力による命令・処分、争議行為、輸送機関・通信回線に関する事象、

サイバー攻撃、材料・資源等の不足または高騰、需要逼迫を含む経済

変動、機器の供給元に起因する事象、その他乙の責に帰することがで

きない事由により、乙が本規約の全部または一部を履行できない場合

については、乙はその責を負わないものとします。 

 

第２５条（合意管轄） 

本規約に関して生じた甲乙間の紛争については、東京地方裁判所をも

って第一審の管轄裁判所とします。 

 

第２６条（協議） 

本規約に定めのない事項、または本規約のいずれかの条項に疑義が生

じた場合には、信義誠実の原則に基づき甲乙協議し、円満に解決する

ものとします。 

以上 
 

 

 

 

 


